
＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．オープンAPI等を活⽤したサービス事業体の機能強化
① オープンAPI等を活⽤した新たなサービス開発

営農の⾼度化に資するよう異なるメーカーの機器・システムから取得されるデー
タの連携実証やオープンAPI等を活⽤した新たなサービス開発を実施し、ユース
ケースの実現やサービス事業体の機能強化を⽀援します。

② 農業データ連携・共有のための環境整備
農機・機器メーカーやICTベンダー、業界団体、研究機関等が⾏う農業データ

を連携・共有するための
・協調データ項⽬の特定・拡⼤、データ形式の標準化
・データの利⽤権限等の取扱いルールの策定

等の環境整備を⽀援します。

２．農業データの川下とのデータ連携実証
農業データの川下との連携による付加価値の創出や環境に配慮した取組の

⾒える化等についてデータ連携基盤を活⽤した実証を実施します。

①農林⽔産データ管理・活⽤基盤強化 【令和７年度予算概算決定額 150（ー）百万円】

＜対策のポイント＞
スマート農業技術を普及させ、データを活⽤した農業の取組を拡⼤させるため、①オープンAPI等を活⽤したサービス事業体の機能強化を推進するとともに、

②農業データの川下とのデータ連携を⽀援し、農業現場における⽣産性の向上や環境に配慮した農業⽣産の実現を⽬指す。
＜政策⽬標＞

スマート農業技術の活⽤割合を50％に向上［令和12年度まで]  

＜事業の流れ＞

国
定額

［お問い合わせ先］⼤⾂官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備

（１、２の事業）⺠間団体等
（公設試、⼤学を含む）

スマート農業技術活⽤促進総合対策

【２．農業データの川下とのデータ連携実証】

データ連携基盤

作業ログ

営農情報を活⽤した
環境配慮の⾒える化

による差別化 等

＜実証の例＞

【１．オープンAPI等を活⽤したサービス事業体の機能強化】

【現状】
ドローンを⽤いた単純な作業
受託型のサービスを提供
（追肥作業、防除作業） 収量データを営農管

理システムに連携

収量データや
衛星画像に基
づき施肥作業
等を実施

サービス事業体に営農管理システ
ムを導⼊し、オープンAPI等を活⽤
してデータを連携させ、サービス事
業体の提供サービスを向上
（単純な施肥 → 可変施肥等）

【事業実施後の姿】

データ取得
可能な農機
を必要に応じ
て貸出

〇 オープンAPI等を活⽤した新たなサービス開発

〇 農業データ連携・共有のための環境整備
・連携する機器の拡充、協調データ項⽬の
特定・拡⼤、データ形式の標準化

営農管理
システム

例）メーカー、機種を問わないドローンの
⾃動⽇誌作成

例）


